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全国共通に考慮すべき地震動

本日のご説明範囲

断層モデルを用いた手法
による地震動評価

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

検討用地震の選定
地域性を考慮する

地震動

基準地震動の策定

震源を特定せず策定する地震動

応答スペクトルに基づく
地震動評価

標準応答スペクトルを
考慮した地震動

本日のご説明範囲
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１．標準応答スペクトルを考慮した地震動について
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① 地下構造モデルの設定

② 地震基盤相当面における模擬地震波の作成

③ 解放基盤表面における地震動の設定

○2021年4月21日に改正された実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈等を踏まえ，
泊発電所における標準応答スペクトルを考慮した地震動評価を実施する。

○標準応答スペクトルを考慮した地震動評価は，以下の通り，①地下構造モデルの設定，②地震基盤相当面における模擬地震波の作
成，③解放基盤表面における地震動の設定，の流れで検討を実施する。

標準応答スペクトルを考慮した地震動

標準応答スペクトルを考慮した地震動の
評価の流れ

標準応答スペクトルを考慮した地震動の
評価のイメージ

▼解放基盤表面

▼地震基盤相当面標準応答
スペクトル

経時特性

模擬地震波
（地震基盤相当面）

模擬地震波
（解放基盤表面）

地下構造モデルを
用いた地盤増幅

１．標準応答スペクトルを考慮した地震動について
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２．地下構造モデルの設定
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標高 
(m) 

層厚 
(m) 

密度 ρ 
(g/cm３) 

Ｓ波速度 
Ｖｓ(m/s) 

Ｐ波速度 
Ｖｐ(m/s) 

Ｑ値 

0～ 

-56 
56 

地震観測点 

PS 検層結果 

地震観測点 

ボーリングデータ 

地震観測記録による同定解析結果 

（初期値は PS 検層結果） 

地震観測記録による 

同定解析結果を基に

安全側に設定 
-56～

-250 
194 

-250～

-430 
180 

１号機原子炉建屋 

PS 検層結果 

１号機原子炉建屋 

ボーリングデータ 
１号機原子炉建屋 PS 検層結果 

標高-250m 以浅 

の設定値を用いる 

-430～

-990 
560 

-990～

-2000 
1010 

弾性波 

探査結果 

ρ＝0.31Vp1/4 

物理探査 

ハンドブック

（1999） 

Vp と Vs の関係式 

により設定 

太田ほか（1985） 

弾性波 

探査結果 

-2000

～ 
－ － 防災科学技術研究所（2005） 

 

既往の地下構造モデルの設定方法

○実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈では，解放基盤表面までの地震波の伝播特
性を応答スペクトルの設定に反映することが求められている。

○地震基盤から解放基盤表面までの地下構造モデルとしては，敷地ごとに震源を特定して策定する地震動の断層モデルを用いた手法
による地震動評価において用いている地下構造モデルがあり，以下の通り設定されている。

・敷地内・敷地周辺の調査結果・地震観測記録を活用して設定
・調査結果等がない場合，他機関の地下構造モデル等に基づき設定

①標高 0m～ -250m ： 地震観測点におけるボーリング調査・地震観測記録による同定解析
②標高 -250m～ -990m ： 1号機原子炉建屋位置におけるボーリング調査
③標高 -990m～-2000m ： 弾性波探査・文献
④標高-2000m～ ： 他機関の地下構造モデル

２．地下構造モデルの設定
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地震観測記録を用いた地盤の同定解析（既往地下構造モデル）

同定解析結果（Ｓ波速度）
同定解析結果（Ｐ波速度）
ＰＳ検層結果（Ｓ波速度）
ＰＳ検層結果（Ｐ波速度）

同定解析結果（ｈ（ｆ）＝0.33×ｆ－0.71）
Ｑ値100（ｈ＝0.005）

○同定解析により得られた減衰定数は大きめの値となっている。
○地下構造モデルの設定では，同定解析により得られた減衰定数を基に，地震

動評価上安全側にＱ値＝100（減衰定数ｈ＝0.005）としている。

Ｐ波速度，Ｓ波速度 減衰定数ｈ（水平） 減衰定数ｈ（鉛直）

同定解析結果（ｈ（ｆ）＝0.72×ｆ－0.79）
Ｑ値100（ｈ＝0.005）

○同定解析によるＰ波速度・Ｓ波速度の傾向は，
ＰＳ検層結果と概ね整合。

○同定解析によるＰ波速度・Ｓ波速度を用いて，
標高-250m以浅の地下構造モデルを設定。

２．地下構造モデルの設定
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地下構造モデルの設定方針

○既往の地下構造モデルにおける減衰定数の設定は，敷地の地震観測記録を用いた同定解析で評価した減衰定数を基に設定してい
る。

○減衰定数の設定に関しては，日本海東縁部で発生した1993年北海道南西沖地震および余震の３地震の地震観測記録のみを用い
ていることを踏まえ，同定解析結果に余裕を考慮して，地震動評価上，大きいＱ値（小さい減衰定数）を設定している。

○一方で，泊発電所では，更なる安全性・信頼性の向上を目的に，継続的に敷地地盤における地震観測を実施し，観測データの取得に
努めてきており， 2018年に発生した平成30年北海道胆振東部地震について，敷地で比較的大きな観測記録が得られている。

○以上を踏まえ，新たに得られた平成30年北海道胆振東部地震を含めた地震観測記録を用いて，改めて同定解析を行い，既往の地
下構造モデルの減衰定数の検証を行う。

○なお，標高ｰ250m以浅で地震観測記録が得られていることを踏まえ，標高ｰ250m以浅について，改めて評価を行う。

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動のうち
断層モデルを用いた手法による地震動評価における地下構造モデル

標高 
(m) 

層厚 
(m) 

密度 ρ 
(g/cm３) 

Ｓ波速度 
Ｖｓ(m/s) 

Ｐ波速度 
Ｖｐ(m/s) 

Ｑ値 
減衰定数 

(％) 

0～-56 56 2.1 1175 2660 100 0.5 

-56～-250 194 2.2 1935 3230 100 0.5 

-250～-430 180 1.9 1350 2700 100 0.5 

-430～-990 560 1.9 1560 3100 100 0.5 

-990～-2000 1010 2.5 2400 4500 100 0.5 

-2000～ － 2.8 3500 6400 150 0.33 

 

解放基盤表面

地震基盤

地下構造モデルの検証
（減衰定数（Ｑ値）の検証）

２．地下構造モデルの設定
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No 発生年月日
震央位置 深さ

(km)

マグニ
チュード

Ｍ

震央
距離
(km)

地 名
（地震名）東経(°) 北緯(°)

1 1993. 7.12 139.180° 42.782° 35 7.8 113
北海道南西沖

（1993年北海道南西沖地震）

2 1993. 7.12 139.457° 43.022° 35 5.4 86
北海道南西沖

（1993年北海道南西沖地震・余震）

3 1993. 8. 8 139.882° 41.958° 24 6.3 131
北海道南西沖

（1993年北海道南西沖地震・最大余震）

4 2018. 9. 6 142.007° 42.690° 37 6.7 128
胆振地方中東部

（平成30年北海道胆振東部地震）

地震観測記録を用いた減衰定数の同定解析

※ １，２号炉観測点で観測
※ 地震の諸元は気象庁地震カタログ

および気象庁ホームページ

同定解析に用いた地震観測記録

地震計の設置レベル配置図

○標高0m～-250mの減衰定数は平成30年北海道胆振東部地震を
含めた４つの地震観測記録を用いた同定解析により設定。

ＰＮ

Ｎ

№4

２．地下構造モデルの設定
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地震観測記録を用いた減衰定数の同定解析

○標高0m～-250mの減衰定数について，地震観測記録の観測点間の伝達関数に適合するように同定。
○密度はボーリングデータ，層厚および層数はＰＳ検層結果に基づき設定。
○Ｐ波速度およびＳ波速度は，既往の地盤モデルの値で固定。
○減衰定数は周波数依存型減衰とする。

ｈ（ｆ）＝ｈ０×ｆ－α ｆ ： 周波数
ｈ０ ： 1Hzにおける減衰定数
α ： 周波数依存の度合い

○同定された地盤モデルによる伝達関数は，観測記録の伝達関数と傾向は対応している。

伝達関数

水平方向

鉛直方向

観測記録
同定結果

観測記録
同定結果

標高+2.3m/標高-90m 標高-90m/標高-250m標高+2.3m/標高-250m

標高+2.3m/標高-90m 標高-90m/標高-250m標高+2.3m/標高-250m

２．地下構造モデルの設定
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地震観測記録を用いた減衰定数の同定解析

同定解析結果（ｈ（ｆ）＝0.42×ｆ－0.77）
既往同定解析結果（ｈ（ｆ）＝0.33×ｆ－0.71）
Ｑ値100（ｈ＝0.005）

○平成30年北海道胆振東部地震を含めた地震観測記録を用いて改めて同定解析を行い，既往の地下構造モデルの減衰定数を検証
した結果，既往の同定解析結果と概ね同様の傾向にあり，既往の地下構造モデルで設定している減衰定数h=0.005よりも大きな減
衰が得られていることを確認した。

○また，今回の同定解析の結果が既往の同定解析結果と概ね同様の傾向にあることから，観測記録を追加することで評価結果の信頼
性が向上していると考えられるとともに，既往の検討で用いた地震観測記録による評価結果においても，地盤の減衰特性は，評価で
きているものと考えられる。

減衰定数ｈ（水平） 減衰定数ｈ（鉛直）

同定解析結果（ｈ（ｆ）＝1.00×ｆ－0.72）
既往同定解析結果（ｈ（ｆ）＝0.72×ｆ－0.79）
Ｑ値100（ｈ＝0.005）

２．地下構造モデルの設定
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○平成30年北海道胆振東部地震の観測記録を含めた地震観測記録を用いて同定解析を行った結果，既往の同定解析と概ね同等の
結果が得られた。

○平成30年北海道胆振東部地震の観測記録を踏まえた同定解析結果および既往の同定解析結果ともに減衰定数4％以上が得られ
ている。

○上記を踏まえるとともに，地震動評価において不確かさを考慮する観点から，減衰定数を一定減衰，かつ，減衰定数3.0％として設定
する。

地下構造モデルの設定（減衰定数の設定）

同定解析結果（ｈ（ｆ）＝1.00×ｆ－0.72）
既往同定解析結果（ｈ（ｆ）＝0.72×ｆ－0.79）
Ｑ値16.7（ｈ＝0.03）

同定解析結果（ｈ（ｆ）＝0.42×ｆ－0.77）
既往同定解析結果（ｈ（ｆ）＝0.33×ｆ－0.71）
Ｑ値16.7（ｈ＝0.03）

減衰定数ｈ（水平） 減衰定数ｈ（鉛直）

２．地下構造モデルの設定
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地下構造モデルの設定

標高 
(m) 

層厚 
(m) 

密度 ρ 
(g/cm３) 

Ｓ波速度 
Ｖｓ(m/s) 

Ｐ波速度 
Ｖｐ(m/s) 

減衰定数 

(％) 

0～-56 56 2.1 1175 2660 3.0 

-56～-250 194 2.2 1935 3230 3.0 

-250～-430 180 1.9 1350 2700 0.5 

-430～-990 560 1.9 1560 3100 0.5 

-990～ － 2.5 2400 4500 0.5 

 

解放基盤表面

地震基盤相当面

○層厚，密度，Ｓ波・Ｐ波速度については，ＰＳ検層結果，弾性波探査結果，敷地の地震観測記録に基づき設定。
○標高0m～標高-250mの減衰定数については，平成30年北海道胆振東部地震の観測記録を含めた同定解析結果から得られた減

衰定数を基に3.0％と設定。
○標高-250m以深の減衰定数は，地震観測記録が得られていないことから，既往の地震動評価用地下構造モデルと同様に0.5％と設

定。

○実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈 別記２ 第４条第５項第三号②において，
地震基盤相当面は，せん断波速度Vs=2200m/s以上の地層と定義されていることを踏まえて，標高-990m層上面を地震基盤相当
面と設定する。

地下構造モデルの見直し
（減衰定数（Ｑ値）の見直し）

２．地下構造モデルの設定

標準応答スペクトルを考慮した地震動評価に用いる地下構造モデル
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余白
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３．模擬地震波の作成
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３．模擬地震波の作成

○地震基盤相当面における標準応答スペクトルに適合する模擬地震波を作成する。
○作成に際しては，複数の手法として下記の手法による検討を行う。

・基準地震動の模擬地震波作成において適用実績のある乱数位相を用いた手法
・震源を特定せず策定する地震動の特徴を反映できるよう，内陸地殻内地震におけるMw6.5程度未満の実観測記録の位相を用いた
手法

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」より抜粋
標準応答スペクトルおよびコントロールポイント
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○模擬地震波の作成にあたっては，Noda et al.（2002）による振幅包絡線の経時的変化（Mj6.9，Xeq=10km）を採用し，一様乱数の
位相をもつ正弦波の重ね合わせにより作成。

○適合条件は，日本電気協会（2015）に記載された判定基準を満足させる。

 

0.1

1.0

t
B

立上がり部 強震部 減衰部

2次曲線
指数関数

0
0

E(t)

t
C

t
D

模擬地震波
継続時間

（ｓ）

振幅包絡線の経時的変化（ｓ）

ｔＢ ｔＣ ｔＤ

水平方向 28.0 3.3 15.1 28.0

鉛直方向 28.0 3.3 15.1 28.0

2.93-0.5M10=Bt

1.0-0.3M

C 10=− Btt

0.6-q)0.54log(Xe0.17M

D 10 +=− Ctt

=)E(t
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ln(0.1)

C
De

tt
tt C−

Btt 0

CB ttt 

DC ttt 

※地震規模は，全国共通に考慮すべき地震の規模Mw6.5程度未満を参考に設定
※等価震源距離は，震源近傍を想定し設定

Ｍ6.9，Ⅹeq=10km

乱数位相を用いた模擬地震波の作成

３．模擬地震波の作成

① 乱数位相を用いた模擬地震波の作成
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作成結果

①応答スペクトル比 R(T) 0.89≧0.85

②SI比 1.01≧1.0

R 𝑇 =
𝑆𝑉1 𝑇

𝑆𝑉2 𝑇
≧ 0.85 (0.02 ≦ 𝑇)

T：周期（s）

𝑆𝑉1 𝑇 ：模擬地震波の応答スペクトル（cm/s）

𝑆𝑉2 𝑇 ：目標とする応答スペクトル（cm/s）

SI比 =

0.1

2.5
𝑆𝑉 𝑇 𝑑𝑡


0.1

2.5
𝑆𝑉 𝑇 𝑑𝑡

≧ 1.0

𝑆𝐼：応答スペクトル強さ

𝑆𝑉 𝑇 ：模擬地震波の応答スペクトル（cm/s）

𝑆𝑉 𝑇 ：目標とする応答スペクトル（cm/s）

T：固有周期（s）

乱数位相を用いた模擬地震波の作成結果（水平）

①

②

標準応答スペクトル
模擬地震波

３．模擬地震波の作成

① 乱数位相を用いた模擬地震波の作成

○作成した模擬地震波は，日本電気協会（2015）に示
される適合度の条件を満足していることを確認した。

（h=0.05）

周 期 （s）

速
度

（
c
m

/
s）
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作成結果

①応答スペクトル比 R(T) 0.90≧0.85

②SI比 1.02≧1.0

R 𝑇 =
𝑆𝑉1 𝑇

𝑆𝑉2 𝑇
≧ 0.85 (0.02 ≦ 𝑇)

T：周期（s）

𝑆𝑉1 𝑇 ：模擬地震波の応答スペクトル（cm/s）

𝑆𝑉2 𝑇 ：目標とする応答スペクトル（cm/s）

SI比 =

0.1

2.5
𝑆𝑉 𝑇 𝑑𝑡


0.1

2.5
𝑆𝑉 𝑇 𝑑𝑡

≧ 1.0

𝑆𝐼：応答スペクトル強さ

𝑆𝑉 𝑇 ：模擬地震波の応答スペクトル（cm/s）

𝑆𝑉 𝑇 ：目標とする応答スペクトル（cm/s）

T：固有周期（s）

乱数位相を用いた模擬地震波の作成結果（鉛直）

①

②

標準応答スペクトル
模擬地震波

３．模擬地震波の作成

① 乱数位相を用いた模擬地震波の作成

○作成した模擬地震波は，日本電気協会（2015）に示
される適合度の条件を満足していることを確認した。

（h=0.05）

周 期 （s）

速
度

（
c
m

/
s）
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泊発電所における地震観測点および観測記録の震央分布図

地震計の設置レベル配置図

ＰＮ

Ｎ

３．模擬地震波の作成

② 観測位相を用いた模擬地震波の作成

 

○模擬地震波の位相として用いる観測記録としては，敷地近傍で発
生したMw6.5程度未満の内陸地殻内地震の敷地で得られた観測
記録を用いるのが理想的と考えられる。

【泊発電所における地震観測記録】
• 震央距離30km以内の地震観測記録なし（最短約60kmの海域の

地震（Mj4.5））
• Mj6.0以上かつ，震央距離100km以内の地震観測記録なし

○敷地において，標準応答スペクトルに適用できる地震観測記録は
得られていない。

0 50 100km

凡例
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5.5≦Ｍ＜6.0

5.0≦Ｍ＜5.5
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泊発電所における観測記録の
震央分布図
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○他機関の記録として，原子力規制委員会「震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム（以下，検討チーム）」における標準応
答スペクトルの検討に用いられているKiK-net観測点の地震観測記録について，以下の選定基準で観測記録を選定。
・検討チームにて抽出した89地震を対象
・Mw6.0以上の地震のうち，泊発電所の地域性を考慮し，逆断層の地震を選定（5地震）
・上記5地震のうち，震央距離30km以内のKiK-net観測点の地中観測記録（21記録）

○模擬地震波の位相として用いる観測記録としては，敷地近傍で発生したMw6.5程度未満の内陸地殻内地震の敷地で得られた観測
記録を用いるのが理想的と考えられるものの，敷地において，標準応答スペクトルに適用できる地震観測記録は得られていないこと
から，他機関の記録を用いた検討を実施する。

３．模擬地震波の作成

② 観測位相を用いた模擬地震波の作成

観測記録の選定

MYGH01 仙台 23.8 3,260 5,630

MYGH06 田尻 22.4 1,480 2,310

NIGH01 長岡 15.1 - -

NIGH11 川西 17.2 850 2,080

NIGH12 湯之谷 12.7 780 2,250

NIGH15 六日 28.9 1,540 3,710

NIGH01 長岡 13.9 - -

NIGH11 川西 22.2 850 2,080

NIGH12 湯之谷 10.3 780 2,250

NIGH15 六日 28.7 1,540 3,710

NGNH29 野沢温泉 16.3 1,040 2,340

NIGH11 川西 24.5 850 2,080

NIGH13 牧 19.5 910 1,700

NIGH14 塩沢 23.2 1,330 3,020

NIGH19 湯沢 25.6 1,910 4,310

NGNH27 信州新 19.0 630 2,130

NGNH28 戸隠 18.4 900 2,130

NGNH33 生坂 26.7 1,100 2,860

NGNH34 大町中 18.9 970 3,100

NIGH16 糸魚川 27.5 2,250 4,210

NIGH17 妙高高原 25.9 870 2,950

　新潟県中越地方

新潟県中越地方

長野県・新潟県県境付近

長野県北部

地中

Vs(m/s)

地中

Vp(m/s)
震央地名

　宮城県北部

震央距離

(km)
観測点名

観測点

コード
発生時刻

2003/07/26_07:13

2004/10/23_17:56

2004/10/23_18:34

2011/03/12_03:59

2014/11/22_22:08
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○選定した21記録のうち，地震基盤相当面のVs（2200m/s相当）の地中観測記録である2014/11/22長野県北部の地震（Mw6.3）
NIGH16糸魚川の観測記録を観測位相を用いた模擬地震波の作成に用いる観測記録として選定。

○なお，水平方向については，ＥＷ方向を代表波として検討を進める。

３．模擬地震波の作成

② 観測位相を用いた模擬地震波の作成

観測記録の選定

2014/11/22 長野県北部の地震（Mw6.3）
NIGH16糸魚川
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観測位相波＿加速度時刻歴波形（水平方向）

実観測＿加速度時刻歴波形（鉛直方向） 観測位相波＿加速度時刻歴波形（鉛直方向）

実観測＿加速度時刻歴波形（水平方向）

○観測位相を用いる際の経時特性は，実観測波の経時特性が反映されるため，乱数位相のような包絡関数は設定しない。
○適合条件は，日本電気協会（2015）に記載された判定基準を満足させる。

模擬地震波 最大加速度（Gal）

水平方向 600

鉛直方向 400

３．模擬地震波の作成

② 観測位相を用いた模擬地震波の作成
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作成結果

①応答スペクトル比 R(T) 0.90≧0.85

②SI比 1.01≧1.0

R 𝑇 =
𝑆𝑉1 𝑇

𝑆𝑉2 𝑇
≧ 0.85 (0.02 ≦ 𝑇)

T：周期（s）

𝑆𝑉1 𝑇 ：模擬地震波の応答スペクトル（cm/s）

𝑆𝑉2 𝑇 ：目標とする応答スペクトル（cm/s）

SI比 =

0.1

2.5
𝑆𝑉 𝑇 𝑑𝑡


0.1

2.5
𝑆𝑉 𝑇 𝑑𝑡

≧ 1.0

𝑆𝐼：応答スペクトル強さ

𝑆𝑉 𝑇 ：模擬地震波の応答スペクトル（cm/s）

𝑆𝑉 𝑇 ：目標とする応答スペクトル（cm/s）

T：固有周期（s）

観測位相を用いた模擬地震波の作成結果（水平方向）

①

②

標準応答スペクトル
模擬地震波

３．模擬地震波の作成

② 観測位相を用いた模擬地震波の作成

○作成した模擬地震波は，日本電気協会（2015）に示
される適合度の条件を満足していることを確認した。

（h=0.05）

周 期 （s）

速
度

（
c
m

/
s）
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作成結果

①応答スペクトル比 R(T) 0.86≧0.85

②SI比 1.01≧1.0

R 𝑇 =
𝑆𝑉1 𝑇

𝑆𝑉2 𝑇
≧ 0.85 (0.02 ≦ 𝑇)

T：周期（s）

𝑆𝑉1 𝑇 ：模擬地震波の応答スペクトル（cm/s）

𝑆𝑉2 𝑇 ：目標とする応答スペクトル（cm/s）

SI比 =

0.1

2.5
𝑆𝑉 𝑇 𝑑𝑡


0.1

2.5
𝑆𝑉 𝑇 𝑑𝑡

≧ 1.0

𝑆𝐼：応答スペクトル強さ

𝑆𝑉 𝑇 ：模擬地震波の応答スペクトル（cm/s）

𝑆𝑉 𝑇 ：目標とする応答スペクトル（cm/s）

T：固有周期（s）

観測位相を用いた模擬地震波の作成結果（鉛直方向）

①

②

標準応答スペクトル
模擬地震波

３．模擬地震波の作成

② 観測位相を用いた模擬地震波の作成

○作成した模擬地震波は，日本電気協会（2015）に示
される適合度の条件を満足していることを確認した。

（h=0.05）

周 期 （s）

速
度

（
c
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/
s）
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○地震基盤相当面における模擬地震波を用いて，１次元波動論により，標準応答スペクトルを考慮した地震動評価に用いる地下構造
モデルの地震基盤相当面から解放基盤表面までの地震波の伝播特性を反映し，解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮
した地震動を設定。

標高 
(m) 

層厚 
(m) 

密度 ρ 
(g/cm３) 

Ｓ波速度 
Ｖｓ(m/s) 

Ｐ波速度 
Ｖｐ(m/s) 

減衰定数 

(％) 

0～-56 56 2.1 1175 2660 3.0 

-56～-250 194 2.2 1935 3230 3.0 

-250～-430 180 1.9 1350 2700 0.5 

-430～-990 560 1.9 1560 3100 0.5 

-990～ － 2.5 2400 4500 0.5 

 

解放基盤表面

地震基盤相当面

１次元波動論による
地震波の伝播特性の反映

標準応答スペクトルを考慮した地震動評価に用いる地下構造モデル

３．模擬地震波の作成

③ 解放基盤表面における地震動の設定
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模擬地震波 最大加速度（Gal）

水平方向 636

鉛直方向 444

乱数位相波＿加速度時刻歴波形（水平方向）

乱数位相波＿加速度時刻歴波形（鉛直方向） 観測位相波＿加速度時刻歴波形（鉛直方向）

観測位相波＿加速度時刻歴波形（水平方向）

○「３．①乱数位相を用いた模擬地震波の作成」および「３．②観測位相を用いた模擬地震波の作成」で検討した２波について，「２．
地下構造モデルの設定」で検討した地下構造モデルを用いて，解放基盤表面での模擬地震波を評価する。

模擬地震波 最大加速度（Gal）

水平方向 619

鉛直方向 459

３．模擬地震波の作成

③ 解放基盤表面における地震動の設定
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○乱数位相を用いて作成した模擬地震波と観測位相を用いて作成した模擬地震波の解放基盤表面での応答スペクトルを比較した結
果，乱数位相を用いて作成した模擬地震波と観測位相を用いて作成した模擬地震波は，概ね同程度である。

○また，時刻歴波形を比較すると，乱数位相を用いて作成した模擬地震波の方が，観測位相を用いて作成した模擬地震波より比較的
振幅の大きい波の継続時間が長い。

○上記を踏まえ，標準応答スペクトルに基づく地震動評価としては，乱数位相を用いて作成した模擬地震波を代表とする。

応答スペクトル（水平方向） 応答スペクトル（鉛直方向）

乱数位相波（鉛直方向）
観測位相波（鉛直方向）

乱数位相波（水平方向）
観測位相波（水平方向）

３．模擬地震波の作成

③ 解放基盤表面における地震動の設定

周 期 （s）

速
度

（
c
m

/
s）

（h=0.05）

周 期 （s）

速
度

（
c
m

/
s）

（h=0.05）
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○前項で設定した解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動を下記に示す。

応答スペクトル（水平方向） 応答スペクトル（鉛直方向）

標準応答スペクトルを考慮した地震動（鉛直方向）標準応答スペクトルを考慮した地震動（水平方向）

周 期 （s）

速
度

（
c
m

/
s）

（h=0.05）

周 期 （s）

速
度

（
c
m

/
s）

（h=0.05）

３．模擬地震波の作成

③ 解放基盤表面における地震動の設定
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【参考】既往の断層モデル地震動評価への影響



3333

○「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」のうち，断層モデルを用いた手法による地震動評価は，短周期側を統計的グリーン関
数法，長周期側を理論的手法を適用したハイブリット合成法により評価している。

○そこで，断層モデルを用いた手法による地震動評価に用いた地下構造モデルと標準応答スペクトルを考慮した地震動評価に用いた
地盤モデルの地盤増幅特性を比較し，従来の地震動評価結果に与える影響を検討する。

○地盤増幅特性は，１次元波動論による成層地盤のＳ波およびＰ波鉛直入射の地盤応答解析により評価する。なお，出力位置を標高
0m，入力位置を標高ｰ990mとして，２Ｅ/２Ｅの伝達関数の振幅スペクトルを評価する。

【参考】既往の断層モデル地震動評価への影響

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動のうち
断層モデルを用いた手法による地震動評価に用いる地下構造モデル

震源を特定せず策定する地震動のうち
標準応答スペクトルを考慮した地震動評価に用いる地下構造モデル

標高
（m）

層厚
（m）

密度ρ

（g/cm3）
S波速度
Vs（m/s）

P波速度
Vp（m/s）

減衰定数
（％）

0～-56 56 2.1 1175 2660 0.5

-56～-250 194 2.2 1935 3230 0.5

-250～-430 180 1.9 1350 2700 0.5

-430～-990 560 1.9 1560 3100 0.5

-990～-2000 1010 2.5 2400 4500 0.5

-2000～ - 2.8 3500 6400 0.5

標高
（m）

層厚
（m）

密度ρ

（g/cm3）
S波速度
Vs（m/s）

P波速度
Vp（m/s）

減衰定数
（％）

0～-56 56 2.1 1175 2660 3.0

-56～-250 194 2.2 1935 3230 3.0

-250～-430 180 1.9 1350 2700 0.5

-430～-990 560 1.9 1560 3100 0.5

-990～ - 2.5 2400 4500 0.5

解放基盤表面

地震基盤

解放基盤表面

地震基盤相当面
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【参考】既往の断層モデル地震動評価への影響

○水平方向，鉛直方向ともに周期0.3秒程度以下において，断層モデルを用いた手法による地震動評価に用いた地下構造モデルによ
る地盤増幅特性が大きくなっている。

○また，周期0.3秒以上においては，両者の地盤増幅特性は，概ね同程度となっている。

○以上を踏まえ，断層モデルを用いた手法による地震動評価において，従来の地下構造モデルを用いて実施した地震動評価は，標準
応答スペクトルを考慮した地震動評価に用いる地下構造モデルを用いて地震動評価した場合よりも地震動を大きく評価することにな
る。

地盤増幅特性（水平方向） 地盤増幅特性（鉛直方向）

断層モデルを用いた手法による地震動評価に用いる地下構造モデル（減衰定数0.5％）
標準応答スペクトルを考慮した地震動評価に用いる地下構造モデル（減衰定数3.0％）
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